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やはり必要だった通商政策 

～新たなフレームワーク？TPP 復帰～ 

I. 失望と期待が入り混じるバイデン政権の通商政策 

「新たな貿易協定は結

ばない」、トランプ前政

権と変わらない通商政

策 

 

バイデン大統領は選挙前の 2020 年 1 月、フォーリン・アフェ

アーズ誌への寄稿のなかで、「中間層のための外交政策」とい

う公約を打ち出し、そのなかで「米国の通商政策は我々の偉大

な資産、すなわち国内において中間層を強化することから始め

なければならない（中略）大統領として、米国民に投資し世界

経済で成功する準備ができるまで、新しい貿易協定は締結しな

い」と公言した。 

この公約により、バイデン政権では通商政策において大きな動

きは期待できないという認識が広がった。現にバイデン政権が

21 年 3 月に公表した 2021 年通商政策アジェンダは、コロナ禍

からの回復や国内投資に重きが置かれており、通商政策と呼ぶ

には違和感を覚える内容だった。またバイデン大統領は、通商

協定が迅速かつスムーズに議会で審議されるために必要な貿易

権限法（TPA）が 2021 年 6 月末に失効する際、延長する考え

をみせなかった。新たな通商協定を協議する意図がない、少な

くとも有権者に対してはそうした姿勢を貫いたのだろう。 

トランプ前政権が課した通商法 301 条による対中関税や、通商

拡大法 232 条による鉄鋼・アルミ関税は政権発足から半年以上

経っても縮小または撤廃されることはなかった。それどころ

か、政権末期にトランプ前大統領が適用を除外した UAE のア

ルミニウム製品に対する 10％の追加関税を、バイデン政権は発

足後間もなく再賦課している。世界貿易機関（WTO）の紛争

解決メカニズムにおいて重要な役割を担う上級委員会について

も、トランプ前政権と同様に新たな委員の承認を拒否してい

る。10 月にタイ米通商代表（USTR）が行った対中通商演説

も、トランプ前政権から大きな変更がないとの評価だ。 

https://www.foreignaffairs.com/articles/united-states/2020-01-23/why-america-must-lead-again
https://ustr.gov/sites/default/files/files/reports/2021/2021%20Trade%20Agenda/Online%20PDF%202021%20Trade%20Policy%20Agenda%20and%202020%20Annual%20Report.pdf
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図表１：バイデン政権の通商政策に関するこれまでの経緯 

3月1日 2021年通商政策アジェンダを公表 

3月5日 米欧首脳電話会談で、民間航空機の補助金を巡る報復関税の4カ月間停止合意 

3月18日 タイUSTRが就任 

6月15日 バイデン大統領訪欧。航空機紛争の報復関税5年停止、通商技術評議会（TTC）開催に合意 

こうしたバイデン政権の通商政策を受け、フォーブズ誌は、ト

ランプ前政権が行き当たりばったりで打ち出した通商政策を、

バイデンチームが真に受けて継続している、と指摘した。 

 “Economic security is national security. Our trade policy has to start 

at home, by strengthening our greatest asset—our middle class—and 

making sure that everyone can share in the success of the country, …
As president, I will not enter into any new trade agreements until we 

have invested in Americans and equipped them to succeed in the 

global economy.” 

Joseph Jr. Biden, ‘Why America Must Lead Again’フォーリン・アフェアーズ誌 

2020 年 3/4 月号 

変化が見え始めたバイ

デン政権の通商政策 

その一方で対欧州を中心に、政権発足初期のころからトランプ

前政権の政策を一部巻き戻す対応は見られていたが、秋頃から

はバイデン政権の独自色を帯びた新たな通商アジェンダも観測

気球的に打ち上げられている。 

3月時点で英、EUとトランプ前政権が導入した民間航空機への

補助金を巡る報復関税の 4 カ月間の一時停止で合意（6 月に延

長）。9 月には欧州連合（EU）との間で貿易技術評議会（US-

EU Trade Technology Council：TTC）の初会合を開催、10 月

には鉄鋼・アルミ関税について、関税割り当て制度へ移行する

ことで欧州側と合意、その後日本とも関税見直しについて正式

に協議を開始した。 

10 月末には、バイデン大統領がアジア太平洋経済協力

（APEC）首脳会合で、新たなインド・太平洋経済フレームワ

ーク（Indo-Pacific Economic Framework：IPEF）を構築する

と言及。日本を訪問したタイ USTR 及びレモンド商務長官はそ

れぞれ、日米間で新たに通商協力枠組み（ U.S.-Japan 

Partnership On Trade；UJPOT）及び日米商務・産業パートナ

ー シ ッ プ （ Japan-U.S. Commercial and Industrial 

Partnership：JUCIP）を立ち上げると表明した（一連の経緯は

図表 1 参照）。 

https://www.forbes.com/sites/rickhelfenbein/2021/10/10/biden-fumbled-china-trade--fueling-a-trump-2024-presidential-bid/?sh=6ac97ae15e01
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6月30日 台湾と5年ぶりに貿易及び投資協定枠組み協議（TIFA）を再開 

9月16日 中国が環太平洋パートナーシップに関する包括的および先進的な協定（CPTPP）に加盟申請 

9月29日 EUとのTTC開催 

10月  4日 タイUSTRが対中通商政策に関する演説を行う 

10月27日 バイデン大統領が東アジア首脳会合でインド・太平洋経済フレームワーク（IPEF）構想を発表 

10月31日 鉄鋼・アルミ関税につき割当制への移行でEUと合意 

11月1日 中国がデジタル経済パートナーシップ協定（DEPA）に加盟申請 

11月  5日 ハードインフラ法案（Infrastructure Investment and Jobs Act）が可決（成立は15日） 

11月12日 
APECサミットでバイデン大統領がIPEF構想に再度言及。 

日本との鉄鋼・アルミ関税見直し協議を開始 

11月15日 
レモンド商務長官が日米商務・産業パートナーシップ（JUCIP）設立に合意 

米中バーチャル首脳会談 

11月17日 タイUSTRが日米通商協力枠組み（UJPOT）立ち上げに合意 

 

 
1 米国平和研究所での講演（11 月 19 日）や、豪州シンクタンク Lowy Institute 主催のバーチャルイベントでの講演

（12 月 1 日）。 

通商協定が最適解に

必要なパーツということ

を再認識 

新たな通商協定締結には消極的と思われていたバイデン政権

が、このタイミングで俄かに通商政策のアクセルを踏み始めて

いる理由はなんだろうか。3 つの要因が考えられる。1 つ目は

バイデン大統領の公約通り、国内への投資が先行して行われ

た、少なくともその見通しを立てることができた点だ。バイデ

ン政権の看板政策であるインフラ 2 法案のうち、道路や橋梁な

どハードインフラ投資に 10 年間で 1.2 兆㌦の支出を取り決めた

Infrastructure Investment and Jobs Act（IIJA）が 11 月 5 日に

連邦議会で可決された。もう 1 つのソフトインフラ法案（Build 

Back Better Act）は、まだ成立の見通しが明確になっていない

ものの、老朽化と言われて久しい米国のインフラ改善に目途を

つけ、限定的ながらも気候変動対策や水質改善、ブロードバン

ド拡充などが盛り込まれている。外国との通商協議の前に必要

としていた、国内投資の道筋はつけたと有権者に一定程度アピ

ールできるきっかけになったのだろう。ホワイトハウスの国家

安全保障会議（NSC）でインド・太平洋戦略を担うカート・キ

ャンベル調整官は、一連の通商政策の動向や 11 月に行われた

米中バーチャル首脳会談の背景として、IIJA の成立が大きいと

している1。 

https://www.usip.org/events/beyond-aukus-and-quad-whats-next-us-indo-pacific-strategy
https://www.lowyinstitute.org/publications/conversation-white-house-indo-pacific-coordinator-kurt-campbell
https://www.lowyinstitute.org/publications/conversation-white-house-indo-pacific-coordinator-kurt-campbell
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2 つ目はサプライチェーン問題だ。コロナ禍によって明らかに

なった米国の脆弱なサプライチェーン問題について、バイデン

政権は発足後早々に着手したものの、それはコロナ対策に必要

な物資や軍事産業、半導体産業など戦略的に重要な特定の品目

に限定されていた。しかし 2021 年春先から経済活動が本格的

に再開されたことによって、経済全体の需給バランスが大きく

崩れ、サプライチェーン問題は限定的かつ戦略的な問題から、

経済全般かつ kitchen table issue と呼ばれる有権者の身近な問

題と捉えられるようになった。消費者物価指数（CPI）は 2 月

まで前年同月比+1%台だったが、3 月には同+2.6%と目安とす

る 2%の物価上昇目標を上回り、4 月には 4%台、6 月には 5%

台、10 月には 6%台へと急激に上昇していった。サプライチェ

ーンの混乱は国内の労働者や資材不足なども影響を与えている

が、広範にわたる中間財や家具や家電など多くの消費財の多く

は輸入に頼っている。海外も含めた安定したサプライチェーン

の再構築は、今や安全保障の側面だけではなく、経済政策そし

て選挙対応のためにも必要な施策になってきている。その 1 つ

として、同盟国やパートナー国、また半導体などの戦略製品の

サプライチェーンで重要な生産拠点や技術を備えている国との

通商関係を強化する必要性がこれまでになく高まってきている

と考えられる。5 年ぶりに台湾との TIFA 協議が再開されたこ

とは、これを象徴しているだろう。 

3 点目は上記とも関連するが、同盟国との関係修復・強化や対

中政策において、経済、特に通商面において具体的な取り組み

が必要だという認識がバイデン政権内で強まっている点だ。ト

ランプ前政権が 2017 年に環太平洋パートナーシップ（TPP）

から脱退し、さらに通商拡大法 232 条により同盟国を含む殆ど

の国に対し鉄鋼／アルミ関税を発動。日米貿易合意や米加墨間

の USMCA 協定の成立はあったものの、国際通商において米国

が他国に与えた不信感は並大抵のものではなかった。バイデン

政権は発足直後から、G7 や二国間協議などの場で台湾海峡の

安定化や脱炭素化の目標引き上げなど、安全保障や気候変動面

での協調を訴えてきた。しかし通商面において不信感が拭われ

なければ、「米国は戻ってきた」というメッセージは、同盟国

さらには東南アジアなど、重視するインド・太平洋地域の国々

には響かないという事実を、政権発足後半年間で認識したのだ

ろう。キャンベル調整官は最近の一連のスピーチで、インド太
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2 CSIS ポッドキャスト（12 月 1 日） 

3 筆者自身もある外交官から、政権当初に打ち出された「労働者のための通商政策」について、具体的に米国がどのよう

な条件を求めているか米国の交渉担当者すらわかっていない、との話を耳にしたことがある。 

4  

平洋戦略において経済という側面はクリティカルだと繰り返し

言及している。中国も加盟する地域的な包括的経済協定

（RCEP）が発効を目前にするほか、同国が相次いで CPTPP

やデジタル経済パートナーシップ協定（DEPA）に加盟申請を

行ったことも、米国の焦りを加速させたことだろう。 

政権発足当初は重視されていなかった通商政策だったが、結局

は国内政策でも外交でも通商というパーツが最適解には必要だ

という認識が高まってきている。 

ではインド太平洋経済

フレームワーク（ IPEF）

は何なのか？ 

ではその最適解のパーツとして打ち出した IPEF とは何か？恐

らくは誰もまだ具体的な内容を知っている人はいないだろう。

欠けているパーツが存在していることは認識するも、それを埋

める方法は模索中というところだろうか。戦略国際問題研究所

（CSIS）の通商専門家は、 IPEF について「Where’s the 

beef？」（実態のないものの揶揄）と評し、今後 CSIS のよう

なシンクタンクが肉付けする必要があると述べている2。また元

USTRの通商専門家はクローズドのセミナーにおいて、IPEFは

構想段階であり、具体的な内容はこれからだ、という政権内の

実情を紹介している。3まずはコミットメントの姿勢を示し、最

適解のパーツがどのような形かを、同盟国や友好国とともに模

索したいと考えているのだろう。レモンド商務長官及びタイ

USTR 代表は、IPEF の協議を来年早々に開始すると表明して

いる他、バイデン政権は 2022 年 1 月にも対面での ASEAN 首

脳との会談を予定していると報じられている。もし来年 1 月に

米 ASEAN 首脳会合が実現するとすれば、10 月の ASEAN 首脳

会合で打ち出した IPEF 構想についてある程度具体的な骨組み

が見えてくる可能性は高いだろう。 IPEF に盛り込まれる項目

としてレモンド長官などが言及4しているのは、デジタル貿易、

サプライチェーン強靭化、インフラ建設、気候変動、人権／強

制労働防止、機微技術などの貿易管理などである。日本との

UJPOT や JUCIP は、IPEF の一部もしくは補完関係という位

置づけになる可能性がある。 

https://www.csis.org/node/63194
https://www.bloomberg.com/news/articles/2021-11-17/u-s-likely-to-launch-new-asia-framework-in-2022-raimondo-says
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II. 米国の TPP 復帰の可能性はあるのか？  

ただ上述の通り、TPA が失効している現在、バイデン政権は通

常の通商協定を協議する用意も、その意図もないだろう。恐ら

くは「通商条約」という形式は取らず、トランプ前政権が日本

とのデジタル貿易協定締結の際に用いた戦術のように、あくま

でも大統領権限の範囲内で批准する「行政合意」という形式を

とる可能性が高いだろう。レモンド商務長官などが言及されて

いる項目はいずれも重要な課題と言えるが、大幅な関税引き下

げや条約締結、また国内の法改正を伴わない範囲に留まるだろ

う。具体的な内容はこれから徐々に判明してくるだろうが、ワ

シントンでは既に懐疑的な見方が少なくない。TPP のように署

名までされた合意が、政権交代によって簡単に反故にされるケ

ースもあり、インド・太平洋地域の各国に対し、どのようにコ

ミットメントを保証するのかも課題になるだろう。 

一方で、インド・太平洋地域における中国のプレゼンス増大に

対して対抗措置が必要という事に対しては、ある程度の超党派

コンセンサスがある。米国イノベーション競争法案（USICA）

など一連の新たな対中政策は成立に時間を要しているものの、

2022年前半には成立する公算が高い。既に上院で可決している

USICAには、中国に対抗するためにインド・太平洋地域におけ

る米国の経済プレゼンス向上に寄与するプログラムの予算が数

多く盛り込まれている。新たな通商条約の締結となればハード

ルは高いが、中国対抗策としての予算であれば、議会での承認

は得やすく、インド・太平洋地域に対する様々な経済プログラ

ムが設立しやすい環境にあるといえるだろう。つまり、TPP の

ような新協定締結ではなく、QUADなどで既に始まっている二

国間や複数国間での小規模なプログラムの設立という形式にな

る可能性がある。 

少なくない TPP 復帰を

望む声 

こうして考えると、「トランプが TPP を脱退しなければ今頃

は・・・」という忸怩たる思いが、バイデン政権内や中国台頭

を懸念する専門家の間で強いのではと推測してしまう。米国政

治においてTPPは典型的な「神の子羊」、つまり生贄として犠

牲になった政策と言えるだろう。オバマ政権の下、アジアリバ

ランス政策の目玉として署名までこぎ着けたものの、「トラン

プ旋風」により、アジアリバランスを主導したクリントン元国
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       図表 2：バイデン政権発足後に、TPP 復帰を呼び掛ける動き 

日付 提案者 内容 

5月 5日 民:Carper, Murphy、共:Cornyn, Kinzinger 
タイ USTR に TPP 脱退の検証と TPP復帰のメリット／デメ

リット分析を要請  

5月 12日 民:Carper タイ USTR に TPP 再交渉の可否を質問  

 
5 例えば CSIS のマシュー・グッドマン上級副所長は、USMCA 批准の例をあげ、バイデン政権での TPP 復帰の可能性も思

ったより大きいと指摘している。オバマ政権下で USTR を務めたウェンディ・カトラーはフォーリン・アフェアーズ誌に” America 

Must Return to the Trans-Pacific Partnership”と寄稿。ピーターソン国際経済研究所の客員研究員を務めるアラン・

ウォルフ元 WTO 事務次長は、米国の TPP 復帰の可能性は将来的に排除されるべきではない、と分析。著名なニューヨー

クタイムス紙のコラムニストであるトーマス・フリードマンも、今からでも TPP 復帰は遅くないと主張。米国人ではないが、元在

米ニュージーランド大使のグローサー氏は、再交渉を行い、新たな協定を Indo-Pacific Economic Partnership 

Agreement と改名することを提案している。 

務長官までがTPP不支持を表明。トランプ政権発足と同時に、

米国は TPP から一切身を引いた状況となっている。TPP を政

治的にタブー視する雰囲気は依然残っており、バイデン政権は

TPP について多くは語らないものの、「21 世紀の通商ルー

ル」を定める他、何よりも米国としてのインド・太平洋地域に

おけるコミットメントをアンカーする重要な協定であり、実は

バイデン政権が今最も必要としているプラットフォームと言え

るだろう。 

議会やビジネス界でも同様の考え方は一部である。上院財政委

員会の国際通商小委員会で委員長を務める民主党のカーパー議

員（デラウェア州選出）と、野党幹部を務める共和党のコーニ

ン議員（テキサス州選出）は、同小委員会を代表する立場で公

聴会や主要紙寄稿を通じて、幾度もTPP復帰を含むアジア各国

との通商協定の重要性を訴えている。その声は 9 月に中国が

TPP 申請を行った後にさらに強くなっており、コーニン議員含

む 14 名の共和党議員が連盟で、バイデン大統領に対し TPP へ

のリエンゲージメントを促す書簡を提出している。また在外米

国ビジネス団体からも、米国のTPP復帰を促す声が出始めてい

る。バイデン大統領が 11 月のバーチャル APEC 首脳会合に出

席するのに合わせ、シンガポール、マレーシア、ベトナム、ニ

ュージーランドにある米国商工会が連盟で、バイデン大統領に

CPTPPへの参加を呼び掛けた（図表 2）。この他、多数のシン

クタンクの専門家や元高官などが、TPP 復帰が好ましいという

意見を述べている5。 

https://www.carper.senate.gov/public/_cache/files/8/3/830c1ed8-6296-4391-90c0-ffada324b768/82AFEEF3C4433CED72C5FB4C0A86FA8C.5.5.2021--carper-cornyn-murphy-kinzinger-letter-to-ustr-tai.pdf
https://www.carper.senate.gov/public/_cache/files/8/3/830c1ed8-6296-4391-90c0-ffada324b768/82AFEEF3C4433CED72C5FB4C0A86FA8C.5.5.2021--carper-cornyn-murphy-kinzinger-letter-to-ustr-tai.pdf
https://www.carper.senate.gov/public/index.cfm/2021/5/trade-panel-chair-carper-urges-ustr-tai-to-advance-tpp-principles-re-engage-in-asia-pacific
https://www.csis.org/analysis/overcoming-tragedy-tpp
https://www.foreignaffairs.com/articles/2021-09-10/america-must-return-trans-pacific-partnership
https://www.foreignaffairs.com/articles/2021-09-10/america-must-return-trans-pacific-partnership
https://www.piie.com/commentary/speeches-papers/pacific-overtures-biden-trade-policy
https://www.nytimes.com/2021/09/21/opinion/china-biden-australia-tpp.html
https://www.wsj.com/articles/america-tpp-china-japan-indo-pacific-trade-influence-11632931688
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5月 13日 民:Carper,共:Cornyn ワシントンポスト紙に、TPP 復帰を主張する寄稿  

9月 20日 民:Carper,共:Cornyn 
中国の CPTPP加盟を受け、上院通商小委員会幹部として

TPP復帰を主張  

11 月 4日 在星、越、馬、NZ米国商工会 CPTPP への参加を求める共同声明を公表  

11 月 8日 
共:Portman, Sasse, Barrasso, Burr, 

Cassidy, Cornyn, Crapo, Daines, Grassley, 
Lankford, Scott, Thune, Toomey, Young 

バイデン大統領への書簡で、TPPへのリエンゲージメント

を含むデジタル貿易協定交渉の開始を求める  

 

米国が TPP に戻るシナ

リオを考えてみる 

では米国がTPPに戻るシナリオはどのようなものか。ワシント

ンの多くの専門家は、米国がTPPに戻るのは「政治的に」難し

いと考えている。「政治的」というのは、2016年の大統領選挙

で「神の子羊」として祭り上げられた呪いがいまだに続いてい

る、つまり米国製造業をさらに衰退させるような新たな貿易協

定の締結は選挙で勝てない、という事である。では米国が TPP

に戻るシナリオとは、この政治的な呪いを上回るプレッシャー

やドライブフォースが誕生する、もしくはこの呪いが弱まる時

ではないだろうか。 

前者については既に述べた通り、中国との戦略的競争の激化が

当てはまるだろう。今後長期にわたってインド・太平洋地域で

中国と対峙してくために、同地域における米国のコミットメン

トを明確に示すプラットフォームが必要という認識は強くなっ

てきている。その際にTPPの復帰、もしくは再交渉を経ての新

たな貿易枠組みとして合意するというのは今後もオプションの

1 つとして残るだろう。 

バイデン大統領本人は 2019 年の民主党大統領選挙候補による

ディベートにおいて、TPP 復帰についての質問に対し、「その

ままの形では復帰しないが、私が主張したいのは、関係各国と

再交渉を行い、通商がどのように行われるべきかというルール

形成において、中国に説明責任を課せるようにする」と述べて

いる。前述の元 USTR 専門家も、米国が TPP に復帰するシナ

リオとしては、中国というプレッシャーと、再交渉により労働

条項の追加（USMCA で導入された労働賃金条項など）、デジ

タル貿易の強化（USMCA 並みの水準）など米国利益の明確化

を挙げている。 

https://www.washingtonpost.com/opinions/2021/06/13/dont-cede-asia-pacific-china-us-must-learn-its-tpp-mistake/
https://www.carper.senate.gov/public/index.cfm/2021/9/carper-cornyn-react-to-china-s-initial-move-to-join-pacific-trade-pact
https://www.carper.senate.gov/public/index.cfm/2021/9/carper-cornyn-react-to-china-s-initial-move-to-join-pacific-trade-pact
https://www.carper.senate.gov/public/index.cfm/2021/9/carper-cornyn-react-to-china-s-initial-move-to-join-pacific-trade-pact
https://www.amcham.co.nz/page-1334006/12100531
https://www.amcham.co.nz/page-1334006/12100531
https://www.sasse.senate.gov/public/_cache/files/c6c90ba8-7be1-4d2c-a257-1bbe46827bfd/11.08.2021---letter-on-digital-trade-fin-committee---final.pdf
https://www.sasse.senate.gov/public/_cache/files/c6c90ba8-7be1-4d2c-a257-1bbe46827bfd/11.08.2021---letter-on-digital-trade-fin-committee---final.pdf
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 “I would not rejoin the TPP as it was initially put forward . I 

would insist that we renegotiate pieces of that with the Pacific 

nations that we had in South America and North America, so that we 

could bring them together to hold China accountable for the rules 

of us setting the rules of the road as to how trade should be 

conducted. Otherwise, they're going to do exactly what they're 

doing, fill the vacuum and run the -- and run the table.” 

19 年 8 月 1 日民主党大統領選挙候補ディベートでのバイデン候補（当時）発言 

復帰シナリオは 2022年

～2023 年？それとも

2025 年以降？ 

他方、政治的な呪いが弱まる、もしくはそうした呪いがあまり

影響しない時期に米国復帰のシナリオが描きやすくなる。それ

は早ければ中間選挙後のオフイヤーである 2023 年になるだろ

う。2022 年を通して IPEF の肉付け作業が行われるだろうが、

そこからの派生として 2023 年にかけて TPP 復帰、もしくは

TPP 再交渉の議論がさらに強まる可能性はある。CPTPP や

DEPA への加盟申請を既に終えている中国が、各締約国との交

渉を進めていくことを考えれば、米国のこうした作業が遅れれ

ば遅れるほど不利になるという意識は、議会でもホワイトハウ

スでも共通しているだろう。米国が 2023 年の APEC 議長国を

目指していることも、こうしタイムフレームと合致する。 

自由貿易に懐疑的な見方は広く有権者にも浸透していると思わ

れるが、コロナ禍で露呈したサプライチェーンの脆弱性やイン

フレ対応の手段の 1 つとして訴求できれば、通商協定に対する

見方を改善させることも可能ではないだろうか。中間選挙の結

果次第ではあるが、民主党が多数派を失ったとしても、対中強

硬派や自由貿易支持派の共和党議員が多数派になることで、逆

に中国を意識した通商政策は議会でも進めやすくなる。 

一方で、米国が政権交代によって脱退したことを考えれば、任

期の半分を過ぎた政権と再加盟もしくは再交渉をまともに行う

CPTPP 締約国は多くないかもしれない。また正式な貿易協定

の協議となれば、新たな TPA 立法も必要になるだろう。その

ため、上述の元 USTR 専門家は、 TPP 復帰シナリオは、バイ

デン大統領が再選し 2 期目に入る 2025 年以降まで待つ必要が

あると指摘している。米国が再交渉の意思を示したとすれば、

米国の復帰歓迎を繰り返し表明している日本などは再交渉に向

けた準備協議などには応じるだろうが、本格的な交渉は 2024

年の大統領選挙の結果をみてからになる可能性は十分にあるだ

ろう。 
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米国の試練 米国で「神の子羊」となってしまったTPPは、今後復活するこ

とができるのだろうか。 

旧約聖書では、子羊（生贄）として愛息のイサクを差し出すよ

う神に命じられた父親アブラハムが、信仰心を示すために自ら

イサクを殺そうとする。しかし直前に天使に止められ、イサク

は一命を取り留めると同時に、アブラハムも神に信仰心を示し

試練を乗り越えた。少々こじつけかもしれないが、米国が大幅

に拡大させたTPPを自ら遺棄しようとしたところを、日本など

が直前で窮地から救っている現状と重なる部分もある。愛息を

再度抱きしめてこの試練を乗り越えることができるのか、米国

の信仰心ならぬ政治的決断力が試されている。 


